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はじめに 

 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元等を

図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、経済産業省

では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２０年１０月３１日、内閣総理大臣決定）等に沿った

適切な評価を実施すべく「経済産業省技術評価指針」（平成２１年３月３１日改正）を定め、これに基づいて

研究開発の評価を実施している。 

 

今回の評価は、超複雑形状鋳造生産技術（ハイパー・キャスティング・テクノロジー）開発の事前評価で

あり、評価に際しては、当該研究開発事業の新たな創設に当たっての妥当性について、省外の有識者か

ら意見を収集した。 

 

今般、当該研究開発事業に係る検討結果が事前評価報告書の原案として産業構造審議会産業技術

分科会評価小委員会（小委員長：平澤 泠 東京大学名誉教授）に付議され、内容を審議し、了承され

た。 

 

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 
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第１章 技術に関する施策及び新規研究開発事業の概要 
 

 

１．技術に関する施策の概要 

 

ものづくり産業におけるイノベーションの促進や、国際事業展開の支援、差別化・高付

加価値化の促進、さらには環境問題の解決や安全・安心な国民生活に繋がるものづくり等

を推進することによって、我が国の製造業の国際競争力を強化するとともに、我が国の経

済活性化、国内雇用の維持・拡大、国民生活の質の向上を図る。 

 

 

２．新規研究開発事業の概要及び創設における妥当性について 

 

（本事業の概要） 

我が国の製造業を支えてきた基盤的なものづくり産業である鋳造業は、自動車のエン

ジン部品、発電所のガスタービン等産業機械用の中核部品などに広く用いられている。

日本の鋳造業は、新興国の追い上げが急速に進んでいる中、昨今のグローバル化の急拡

大に伴い、ものづくりに係る国際分業体制の構築が生き残りの鍵となっている。付加価

値の高いコア部品は国内を中心としたハブ工場で生産し、汎用部品はＬＣＣ(Low Cost 

Country)で調達する。今後、我が国におけるものづくりの優位性を維持・拡大するため

には、複雑一体化と言った高付加価値の鋳物製品の製造と同時に、中量多品種の固有部

品を短納期で提供できる二つのニーズを満たすための鋳造技術開発が自動車メーカー

を中心に求められている。 

本提案事業では､自動車等の高効率エンジン用のシリンダーカバー、高効率ガスター

ビンの動翼や今後の需要増加が見込まれる電気自動車用軽量化モーターケースから省

エネ・高速生産プロセスに対応する金型など、超複雑形状の鋳造部品を一体成形するた

めの、以下の技術開発を行う。 

 (1)インクジェット技術を用いた高速３次元積層造型技術の開発 

(2)耐熱積層鋳型による高融点金属鋳造技術の開発 

(3)局所的冷却性能制御技術の開発 

 

①事業の必要性及びアウトカムについて（研究開発の定量的目標、社会的課題への解決や国

際競争力強化への対応等）  

・事業の必要性（どのような社会的課題等があるのか？） 

 

我が国の製造業の国際競争力の強化と経済の活性化を図るため、ものづくり技術を

高度化させることが必要不可欠である。一方、東日本大震災を契機としてエネルギー

供給制約や急激な円高など新たな課題が発生し、立地環境の「６重苦」の中で産業の

空洞化と国内雇用の喪失に大きな懸念がある。 

とりわけ鋳造業は、我が国の製造業を支えてきた基盤的なものづくり産業ではあるが、

その基礎的な技術は、大仏、梵鐘を製造していた時代から原理的な進歩はあまりしてい

ない。加えて、以下のような喫緊の課題が顕在化。 

・新興国の追い上げ：日本の鋳物生産は、近年減少が続き、世界第４位。加えて、新 

興国と比べて生産コストが２割高く、単純形状の大量生産によ 

る鋳造品の分野では競争力を失いつつある。 
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・事業所数及び従業員数の減少：１０年間で、従業員数５千人削減、事業所数２割減 

         （H11：79,625人、2,815事業所、H21：74,153人、2,149事業所） 

・鋳造製品の出荷額の減少：２兆４千億円（H20）→１兆７千億円（H22） 

  (生産量 H20：600万ｔ、H22：496万ｔ,トン当たりの出荷額 40万円 → 35万円) 

・電力価格の高騰：鋳造業のトン当たりの製造原価に占める電力料金の割合は１割 

・急激な円高 

・労働環境の悪さ：砂を固める鋳型造り、溶けた金属を流し込む注湯作業など、手作 

業に頼る技術の難しさから、熟練工の技能に頼る部分が多い。ま 

た、融点の高い金属を電気炉で溶融（最大1,700度）するなど、工

場内の作業環境は、熱・臭い・粉塵等でかなりきつい作業環境。 

・熟練工等の人材不足：きつい作業環境による新規就業者の減少や、熟練工の高齢化・ 

退職等により優良な人材の不足が継続。 

 

我が国の鋳造業は、自動車、産業機械における製品の高性能化・省エネ化等の要求

に対応すべく、部品の薄肉・軽量化、複雑形状化、低欠陥化に取り組んできた。また、

その製造技法についても、低圧鋳造法や高真空ダイカスト法、フルモールド鋳造法な

どの生産技術の開発を行ってきた。それによって産み出される鋳造製品は、高強度、

高剛性、耐圧性、高耐久性、耐熱性、高放熱性、耐磨耗性、高導電性などの優れた特

性を有し、日本はこれまで高い技術力で優位な状況にあった。 

しかし、近年では、単純形状の大量生産品を中心に、鋳型の製造技術、金属の溶解技

術、及び生産管理技術などの鋳造の技術力においても、アジア新興国の追い上げが急速

に進んでいる。 

このような中、我が国はこれら新興国と差別化し、生き残りをかけて、グリーンイノ

ベーションに対応する軽量部品や複雑・一体成型部品など利益率の高い高付加価値製品

を中量生産することに重点を置くべきである。 

 

本提案事業において開発する“超複雑形状鋳造生産技術（ハイパー・キャスティン

グ・テクノロジー）”は、複雑形状部品に対応する複雑形状の砂型（鋳造用鋳型）を、

砂粒を積層して３次元造型し、そこに溶融金属を流し込み部品を鋳造する技術である。

これまでの鋳造技法は、製品と同じ形状をした模型を最初に作り、その模型の形状を

砂型に転写することにより鋳造用鋳型を作製するという、手間・時間・コストのかか

る製法である。これに対して、本技術開発では、この模型を作らずに鋳型を造ること

等により、これまで必要とされてきた複数の工程を１工程で代替する３次元積層造型

装置を開発する。これにより、これまで実現できなかった画期的な超薄肉・軽量の部

品ないし超複雑形状の部品を一体成形で鋳造できるものである。 

 

現在、鋳造分野においては、ＥＵを中心に、３次元積層造型技術の研究が加速して

いる状況にあり、我が国は、これらに先駆けて、この技術を開発し、その生産システ

ムにより高付加価値の鋳造製品を製造することで、国際競争力を確保し、国内生産の

維持、雇用の確保と持続的な発展を目指したい。従って、本事業において提案する“超

複雑形状鋳造生産技術（ハイパー・キャスティング・テクノロジー）開発”に国とし

て投資を行うことは極めて重要であると考える。 

 

３次元積層造型技術開発に当たっては、鋳型の製造速度の高速化などの生産性を上

げる、また、鉄など高融点金属の鋳造に対応できる強度・耐熱性を向上させる等とい
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った様々な課題を克服する必要がある。しかし、鋳型の造型におけるスピードの向上

や環境に配慮した無機バインダー（接着剤）・人工砂の開発等に、鋳造事業者、機械装

置メーカー、ユーザーである自動車メーカー・産業機械メーカー、大学、産業技術総

合研究所等の産学連携した体制で開発に当たることによって、これらの技術的課題を

克服できるものと考える。 

 

・アウトカム（目指している社会の姿）の具体的内容とその時期 

 

本提案事業では、前述した高付加価値の鋳造部品の生産に向けて、高速３次元積層

造型の技術開発等に５年間の期間で取り組む。 

鋳造製品は、高強度、高剛性、耐圧性、高耐久性、耐熱性、高放熱性、耐磨耗性な

どの優れた特性により、自動車のシリンダーヘッド等のエンジン部品、発電所のガス

タービン等産業機械用の部品などに広く用いられている。また、部品・部材を生産す

る金型にも用いられており、多くの産業分野において重要な中核部品として使用され

ている。 

本提案事業において、開発された鋳型造型装置を用いることにより、超複雑形状の

鋳型が高速で製造可能となる他、砂型の冷却性能、耐熱性、強度、熱膨張特性を高め

かつ局所的に冷却性能を可変できることとなる。このため、本生産システムによって

製造される製品は、超複雑形状な製品であるばかりか、従来の製品と比べて、肉厚を

薄くすることができ（最大で 50％の軽量化）、耐摩耗性など強度の向上も可能となる。 

今回の技術開発では、装置の低コスト化開発も視野に入れている。このため、技術

開発が終了し装置の製造が量産体制に入った 2030年頃には、当該装置は、国内の９割

以上の事業者で導入が進み、国内で生産される自動車向け・産業機械向け等の高付加

価値の鋳造製品のほとんどを担うものと予想される。 

これにより、国内の鋳造事業者１社あたり営業利益率を、現在 1.9％程度であるが、

ユーザーである機械産業の利益率程度まで増加させる目標であり、鋳造製品に占める

輸出比率も、現在の 2％から 10％程度まで引き上げる予定。このように、本技術開発

は、従来技法を革新させ、日本の鋳造業の発展に大いに寄与するものである。 

また、溶けた金属を固める際の冷却の高速化による低欠陥、鋳型の熱変形や割れを

抑えることによる製品の高精度化などにより、現在のプロセスで必要となっている品

質を保持するための余肉部分（押湯）を大幅に減少できる。従って、原材料を低減で

き、そのために金属溶融のためのエネルギー・消費電力を大幅に低減できる。 

なお、本提案技術は、鋳型に合わせた砂と接着剤（バインダ）の適正な選定法、こ

れまで我が国の鋳造業者が蓄積した高い技術力を誇る鋳込み技術（湯流れの方向性、

冷やし金の付加等）を含めた鋳型設計が重要な技術になる。この部分は鋳造事業者と

してのノウハウが凝縮されており、秘匿性が高く、装置のみを新興国が用いたとして

も、超複雑形状の高付加価値製品の製造には至らず、我が国の技術流出防止策の面で

も優れている。また、砂と接着剤を供給する造型装置のヘッドの製造には、我が国が

保有する特殊な金属加工技術等が用いられることも、我が国の強みとなっている。 

 

・アウトカムが実現した場合の経済や競争力、問題解決に与える効果の程度 

 

本提案事業における、高速３次元積層造型技術開発により、これまで部品を何分割

かに分けて造らざるを得なかった複雑形状の部品が一体成形で製造できる。加えて、

模型の製造が不要、溶接等後工程が不要など、長年鋳造業が抱えていた課題を解決す

るものである。また、開発装置の販売価格も、現状の低いスペックの装置が数億円す
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るのに比べ、その１０分の１の価格に抑えることも本提案技術の目標の一つであるた

め、開発後、鋳造事業者の当該装置購入が促進し、それにより多くの鋳造製品が、本

提案技術により生産されたものとなる。 

また、前述の通り積層造型で鋳型を作ることから、より複雑形状の鋳型製作を可能

にし、砂型の冷却性能、耐熱性、強度、熱膨張特性を高め局所的に可変できる革新的

技術を付加できること等により、50％軽量化した自動車等構造部材の生産が可能とな

る。また、複雑形状で一体成形した高付加価値部品が短いリードタイム（現状の２週

間から１日程度に短縮）で製造することが可能となる。さらに、現在のプロセスで必

要となっている品質を保持するための余肉部分（押湯）を大幅に減少できることから、

原材料（金属）を低減でき、その金属溶融のためのエネルギー消費・電力消費を大幅

に低減できる。 

これらの波及効果としては、現在の自動車エンジンの鋳物市場が５００億円程度、

発電用・船舶用のエンジンの鋳物市場がそれぞれ、４０億円、５０億円程度であり、

これらの鋳物が全て当該技術により生産されたものになると想定される。 

また、将来的に市場の成長が見込まれる電気自動車についても、そのモーターケー

スを同等品と比べて 50％軽量化でき、かつ、冷却水の内部流路を設けた複雑形状の部

品にすることが可能である。従って、この市場規模（１００億円程度）の全量を獲得

できるものと想定される。これら全ての合計では、１，３００億円程度の波及効果を

見込んでいる。 

また、省エネ・高速プロセス対応の射出成形金型の製造が可能、電気自動車を始め

として製品の 50％の軽量化、高効率エンジンの数％以上の効率向上、鋳造工程におけ

る製品体積に対する溶融金属必要量を現状から 10％削減（したがって電力消費量も約

10％削減）等ができることから、これらにより期待できるＣＯ２削減量は総計で 180

万トンと見込まれる。 

 

・アウトカムに至るまでに達成すべきいくつかの中間段階の目標（技術的成果等）の具体的内

容とその時期 

 

本提案事業終了時の 2018年に、高付加価値の超複雑形状の鋳造製品の製造が可能と

なる、３次元ハイブリッド（積層造型）砂型を用いる鋳造生産システムが開発される。

また、実用化装置は、事業終了７年後である 2025年までに、「鋳型製作リードタイム：

数分（現時点の複雑形状鋳型の製作リードタイムの１００分の１）、鋳型製作コスト：

シェル鋳型レベル（現在の量産鋳造品に用いられている鋳型と同等の生産コスト）」（経

済産業省策定 素形材技術戦略２００８（鋳造技術：Ⅱ⑥））の目標に合致させ、かつ、

装置費用は現時点のものの１０分の１以下がアウトカムとなる。 

この目標を実現するために、本提案事業終了時の 2018年には、鋳鉄及び軽合金鋳物

部品の生産に適用可能なレベルとして、現在の試作用積層造型装置の１０倍となる 10

万ｃｃ／時間の積層速度を挙げている。また、鋳鉄に対応できる耐熱性、現在の砂型

の１０倍の高冷却性を持つ砂型の作製技術を開発目標として掲げ、これを用いて超複

雑形状の鋳鉄及びアルミ系合金鋳物の製造が可能なことを実証することを、本事業に

おける成果目標とする。 

このため、事業実施期間の中間目標としては、2016年までに 5万ｃｃ／時間の積層

速度において、鋳鉄の鋳造が可能な３次元積層造型技術を用いる鋳造生産システムを

実現することとする。 

 

② アウトカムに至るまでの戦略について 
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・アウトカムに至るまでの戦略（研究開発のみならず、知財管理の取扱、実証や国際標準化、

性能や安全性基準の策定、規制緩和等を含む実用化に向けた取組） 

 

本提案事業では、産業技術総合研究所を中核に、大学、及び世界的に優位なコア技

術を持つ素材メーカー（バインダ）、装置メーカー（部材、積層装置）、鋳鉄鋳物部品・

軽合金鋳物部品の鋳造メーカー、部品のユーザーである自動車メーカー、産業機械メ

ーカーによるオールジャパン体制を構築し、基盤研究から実用化研究までを取り組む。

鋳造技術開発だけでなく、素材、部材、装置開発、ユーザーによる評価までを一体化

して進める。 

事業の実施においては、初期は３次元積層造型の高速化に要する材料と装置の基本

技術の研究開発に集中的に取り組む。積層装置で用いる人工砂は 100μm 前後の直径

であり、超複雑形状鋳造品の鋳型に最適な粒径で、かつ、製品に合わせた局所的冷却

性能の制御も可能とするには、素材メーカー、鋳造メーカーだけでなく、大学、産業

技術総合研究所の叡智を結集して取り組む必要がある。また、この人工砂を高速で接

合するバインダの開発も、強度と崩壊性の相反する課題を克服し、かつ、有害なガス

発生を極力抑えなければ、装置に適用することはできない。また、装置も、当該バイ

ンダの腐食環境に耐えうるものでなければならず、技術開発初期において解決すべき

課題が多い。これら山積する課題に対処するため、産業技術総合研究所のプロジェク

トリーダーのもとオールジャパン体制を構築し、集中研方式で、各企業等が１ヶ所に

集まり、技術開発に取り組む予定である。 

中期以降は、この開発した装置を用いる軽合金系及び鉄系の鋳造部品製造技術の開

発に、積層技術の完成度の向上とともに取り組む方針である。 

事業においては、部品のユーザーとなる関係各業界に適切にアドバイスを受けられ

るよう、また、開発部品の試用から実用化が速やかに促進されるような体制を構築す

ることを想定している。また併せて戦略的に知財化・標準化に取り組む。 

具体的には、基本的な材料、製造法、製造装置のキー部分について、国際特許を積

極的に取得して、成果の海外流出を防止する。さらに、開発した技術を用いる鋳造法

については鋳造業者が個々にノウハウとして蓄積できる仕組みの構築を図る。また、

開発技術の優位性が数値的に明瞭になるよう、砂型の特性の評価法等について国際標

準化を図る。 

 

・成果のユーザーの段階的イメージ・仮説 （技術開発成果の直接的受け手や社会的インパク

トの実現までのカギとなるプレイヤーは誰か） 

 

具体的には、有効かつ効率的な実施体制とするために、国内の学協会におけるディ

スカッションをリードしてきた産業技術総合研究所の岡根研究グループ長をプロジェ

クトリーダーとし、産業技術総合研究所を中核機関に、早稲田大学、東北大学等の協

力を得て、素材メーカーとして群栄化学工業（株）、装置メーカーとしてシーメット（株）、

鋳造メーカーとして（株）木村鋳造所、（株）コイワイ等を加えるとともに、実用化に

向けた研究を加速する目的で日産自動車（株）、（株）ＩＨＩ等といったユーザー企業

も参画する、集中研方式により技術開発に取り組む体制を想定している。 

 

③ 次年度に予算要求する緊急性について 

 

鋳造は、最大 1,700度で溶かした金属を型の中に注ぎ込み、冷却・凝固させて製品が

造られ、自動車用部品、産業機械用部品など広く用いられている。鉄を高温で溶解する
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ために電力を大量に使用し、トン当たりの製造原価に占める電気料金の割合は１割に達

する電力多消費産業のうちの一つ。かかる状況において、東日本大震災を契機としてエ

ネルギー供給制約があり、金属を溶融している途中で停電等が起これば、全ての原料が

無駄になるほか、節電や電気料金の値上げ等、鋳造業にかかるダメージが大きい。 

鋳造業は、我が国の製造業を支えてきた基盤的なものづくり産業であるが、急激な円

高など新たな課題が発生し、立地環境の「６重苦」の中で産業の空洞化と国内雇用の喪

失に大きな懸念がもたれており、企業の海外移転など、我が国の鋳造事業者の環境は極

めて厳しい。 

早急に、国内の鋳造事業者を日本に引き留め、国内雇用の安定等を図るためにも、次

世代のコア技術となる新たな生産技術を開発し、当該立地環境の中においても海外と競

争して勝てる、高付加価値の製品を作るシステムを確立することが急務である。 

 

④国が実施する必要性について 

・科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性（我が国が強みを持ち、世界に勝てる

技術分野か、また、他の研究分野等への高い波及効果を含む） 

 

我が国の製造業を支えてきた基盤的なものづくり産業である鋳造業は、急激な円高な

ど新たな課題に直面し、立地環境の「６重苦」の中で産業の空洞化と国内雇用の喪失に大

きな懸念がある。加えて、我が国の鋳造事業者は、中小企業が多く、技術力は高いものの

研究開発、設備投資、人材育成に要する資金力が不足している。これまでは、ものづくり

の基盤となる分野よりもハイテク分野等に技術開発予算がまわり、我が国の基盤を支えて

きた産業の体質が弱まってきている。早急に産学官の叡智を結集し、ものづくり基盤技術

開発を行うべきである。 

本提案事業では、ものづくり産業における高付加価値製品の製造に係る革新的な技術

開発を行い、我が国の製造業の国際競争力を強化する。加えて、国内雇用の安定を図り、

経済活性化や国民生活の質の向上を図る。そのために、国主導で研究開発を行う必要があ

る。 

また、この生産技術による超複雑形状鋳造品は、電気自動車や発電機、医療機器など

の非大量生産が求められる今後の成長分野において、軽量化・複雑形状化と高信頼性の

ある高付加価値製品（需要の創出効果は、自動車、船舶、エネルギー等で１３００億円）

を生み出すものであり、鋳造業のみならず、我が国の製造業全体にとって世界をリード

し、かつ新たな産業の創出、競争力確保を実現するものであり、国が実施すべき、プロ

ジェクトである。 

 

・未来開拓研究、民間とのデマケの整理 

  

未来開拓研究の部素材分野の研究開発に登録。 

鋳造業は、中小事業者が多く、研究開発、設備投資、人材育成に要する資金力が不足

しているが、国主導の研究開発として取り組むことで、産学官の叡智を結集させることが

可能となる。各大学の持つ基礎研究部分を活用し、それら要素技術をベースに、中小鋳造

業者を含む民間企業が、公設試験研究機関、産業技術総合研究所等とも連携し、実用化に

つなげるべく研究開発を行う。 

また、試作した鋳造品は、ユーザーである自動車メーカー、産業機械メーカー等から

評価を受け、開発にフィードバックしながらプロジェクトを推進する。 
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⑤省内又は他省庁の事業との重複について 

 

当該提案事業は、素形材産業の一つである鋳造業における生産技術の開発であり、経

済産業省において素形材産業を所掌する製造産業局素形材産業室が率先して取り組む事

業であり省内又は他省庁の事業との重複はないと認識。 

一方で、本研究開発の成果を普及させていくフェーズでは、ユーザー企業である自動

車、産業機械等を所管している同じ製造産業局内の自動車課、産業機械課等と強力な連

携体制を取り事業化の推進に努める予定。 

 

 

３．新規研究開発事業を位置付けた技術施策体系図等  

 

○研究開発期間：平成25年度〜平成29年度（５年間） ○予算：３０億円（５年間）

積層速度
100万ｃｃ／h の装置
（現在の約100倍）

①インクジェット技
術を用いた高速
３次元積層造型
技術の開発

②耐熱積層鋳型
による高融点金
属鋳造技術の
開発

課題

③局所的冷却性
能制御技術の開
発

2013 2014 2015 2016 2017

高速最適化

インクジェット高速積層・ハイブリッド積層造型装置の開発

積層鋳型評価技術開発 積層鋳型評価

精密充填技術開発

制御技術開発

実製品評価

複層ハイブリッド
化

鋳造条件最
適化検証

耐熱鋳型システム特性評価（耐熱性・崩壊性・ 砂リサイクル・ガス発生）

高冷却性鋳型システム特性評価（熱伝達特性・シミュレーション・残留応力・変形）

鋳造条件最適化等

砂材料・無機バインダ材料開発

複雑形状制御充填技術開発

2018   ・・・ 2024    2025

更なる高速化

更なる高耐熱化

鋳鋼・耐熱合金
の積層鋳造

更なる高冷却化

高速積層造型法

積層速度 10万
cc/hの造型装置

事業終了時
2018年目標：

自動車構造部材
（高効率エンジン部材）

50%軽量化

高速造型装置
への対応技術

ハイブリッド化への
対応技術開発

耐熱バインダ材料等開発

高冷却鋳型シ
ステム等開発 高速化対応

技術開発
ハイブリッド化対応
技術開発

１０倍の高冷却
性を持つ鋳型

インクジェットヘッド
検証・開発

積層造型装置の試作・開発・評価
装置の高速化・
ハイブリッド化

耐熱バインダー・鋳鉄鋳造技術開発

高
速
積
層
速
度
５
万
ｃ
ｃ
／h

 

の
造
型
装
置
（
中
間
目
標
）

鋳型システム・砂材料等開発

バインダ材料適合
評価技術開発

○インクジェット技術を用いた高速３次元積層造型技術（現在の１０倍の造型速度）により、

超複雑形状の鋳造製品を一体成形できる装置を開発

○耐熱性積層バインダ等を開発して、鋳鉄製射出成形金型等を鋳造する製造技術を開発

○高付加価値鋳造製品を製造するための局所的冷却性能制御技術の開発

目標
「付加価値」×「生産量」の
ボリュームゾーンに対応す
る新鋳造プロセスを開発

８千万円／初年度

４千万円／初年度

３千万円／初年度

実施計画
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第２章 評価コメント 

 

新規研究開発事業の創設の妥当性に対するコメント 

①政策的位置付けの妥当性について 

 

自動車用部品、産業機械用部品などに広く用いられ、我が国の製造業を支えてきた鋳

造技術において、近年、部品の薄肉・軽量化、複雑形状化、高精度化した超複雑形状鋳

造技術の開発が求められている。新興国と差別化し高付加価値製品の製造を可能とする

省エネ型の先進的ものづくり技術の研究として推進すべき事業である。 

 なお、できるだけ安価な積層造型装置の開発が望まれるとともに、研究開発の内容と

して３D-CAD データとのマッチングや鋳造シミュレーションと連動した研究を加えるこ

とにより、さらなるコスト低減やリードタイム短縮につながることが期待できる。 

 

 

○肯定的意見 

・鋳造は、わが国の社会基盤産業である自動車産業、産業機械産業、輸送機器産業、電気

機器産業等にとって、これらを支える不可欠な要素産業である。近年、鋳造産業は製造

コストの面から新興国への技術の流出、追い上げが激しくなっている。従って、わが国

においては他の追従を許さない新しい技術革新のもと、複雑形状の高機能鋳造品の高度

な製造技術の確立とその製造の量産技術の確立、そして高付加価値ならびに高品質な鋳

造品の製造が、日本がこれからを生き抜くために強く求められており、本提案事業の必

要性は著しく高い。 

・発電タービン用羽根車、エンジン部品など比較的多く生産されている工業製品で複雑形 

状部品は数多い。鋳造は製品・部品の形状が複雑であればあるほど素形材成形プロセス 

の中で最も適した成形プロセスである。 

今後、日本で生残れる素形材製品には、さらなる国際競争力が求められ、そのためには 

一にも二にも高付加価値化であり、これを実現する技術の飛躍的な向上を図ることが重 

要である。 

 

○問題点・改善すべき点 

・本技術はわが国だけでなく海外に対しても大きなインパクトを与えるであろう。なお、

できるだけ安価な積層造型装置の開発が望まれる。 

・鋳造プロセスにおいては、 

(1)機械加工が省略できる複雑形状部品のネットシェープ化 

(2)成形工程を省略し軽量化をめざした部品の一体化 

が重要であり、ここに力点をおいて研究を進め、他の追随を許さない技術開発が喫緊の 

課題である。 
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②事業の目的及び実施によるアウトプット、アウトカムの妥当性について 

 

事業の目的は明確であり、開発技術のアウトプットも目標値を含めて明瞭に設定でき

ている。軽量で高剛性、性能の高効率ならびにコンパクトにして高付加価値をもった他

には負けない超複雑三次元構造形状(中空構造を含む)の鋳造品の一体造型・一体鋳造生

産技術とその量産プロセス技術を開発することは誠に大きな意義があり、本提案事業の

重要性は明らか。 

また、本事業の技術の達成により、金属溶解歩留りの向上、ディーゼルエンジンの効

率向上、射出成形金型のサイクルタイムの低減、EV 自動車部材の軽量化等々による省

エネルギーの結果、大量の二酸化炭素ガスの削減（およそ 180万トン／年）が期待でき

ることは、環境問題、地球温暖化問題に大きく貢献するものである。 

なお、事業実施中には、常に開発技術を適用・導入したライン（モデルライン、パイ

ロットプラント）を意識して行うと、事業のアウトプット、アウトカムをより明確にす

ることができる。 

 

 

○肯定的意見 

・事業の目的は明確であり、開発技術のアウトプットも目標値を含めて明瞭に設定できて

いる。 

・これまで、鋳造で高付加価値かつ中量生産部品のネットシェープ化を実現できるプロセ

スがなかった（単品ではフルモールド法、量産品ではシェルモールド法）。また、模型製

作に時間がかかる鋳造の弱点を補い、３D 高速積層造型技術が完成すれば、他の成形プ

ロセスに比べてどれよりも早く製品化することができ、多くのビジネスチャンスにつな

がるものといえる。 

・高付加価値ならびに高品質な鋳造品の製造には、軽量で高剛性、性能の高効率ならびに

コンパクトにして高付加価値をもった他には負けない超複雑三次元構造形状(中空構造

を含む)の鋳造品の一体造型・一体鋳造生産技術とその量産プロセス技術を開発すること

は誠に大きな意義があり、本提案事業の重要性は明らかである。 

・鋳造産業は自動車産業、産業機械産業、輸送機器産業、電気機器産業等にとって基盤的

産業であるが電力多消費産業であるため、昨今のエネルギー供給の制約、急激な円高な

どの課題が発生し、企業の海外移転による産業の空洞化と国内における雇用の喪失は大

きな社会的問題である。国際競争力の確固たる強化と経済の活性化を図るためには、新

興国の追従を許さない高度な技術による高付加価値製品の製造を可能にし、持続的発展

を遂げていかなければならない。本提案事業はそれに十分に値し、この事業は国の事業

として緊急に推し進めなければならない。 

・このための鋳造技術として、将来発展し高度な鋳造品製造技法の主流の一つとなる CAD・

CAM 技術を駆使する迅速成形技術であるインクジェット法のラピッドプロトタイピング

により、中空構造やアンダーカットが存在する構造の３D 構造化部材創造プロセスの技
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術革新を目標としたことはまさに当を得ている。 

・超複雑形状鋳造品として、電気自動車用軽量化モーターケース、自動車等の高効率ディ

ーゼルエンジン用ブロック、高効率ガスタービンブレード、省エネ・高速プロセス対応

の射出成形金型等を対象とすることは、それぞれの分野の将来の技術進展を見据えた結

果として誠に妥当であろう。 

・模型レスの砂型作製及び一体型複雑形状中子作製のために３次元の砂型を積層造型して

作製するラピッドプロトタイピングのインクジェット方式においては、現状の技術では

鋳型、中子の積層速度すなわち製造速度が極めて遅く、生産性が著しく低いため、試作

品の製作程度にしか用いられてきていない。ラッピドプロトタイピングの積層装置は性

能が良いのは現在外国製でかなり高価であり、中小企業では対応が難しい。さらにそれ

らの装置では、砂粒が１種類のみしか使用できないため自由度がなく、バインダも有機

バインダのみでガス発生による環境問題があり、積層速度がおよそ３cm/hと非常に遅く、

生産性は悪い。バインダの耐熱性も低く、高融点金属に適用できない状況である。従っ

て現状では低融点金属や樹脂などの試作用に用いられているに過ぎない状態である。 

本事業の提案では、短時間硬化バインダの開発、砂粒とバインダの同時供給技術の開発

およびマルチヘッド制御システムの開発による現在の 10 倍の高速積層造型技術、1,700

度の鋳鉄溶湯にも耐え強度と崩壊性を持ち合わせた低粘性無機バインダの開発とその適

用技術、熱伝導率・熱膨張率・強度の異なる複数の砂粒、金属粒、バインダを用いて冷

却性能を向上・制御する新しいハイブリット積層技術等を開発する高いレベルの技術革

新によって、現状の諸問題を解決し、ラピッドプロトタイピングにおいてこれまではで

きなかった中程度の量産製造プロセスが可能になると確信される。さらに製造コストの

低減も大いに期待される。また、物性の異なる砂粒、金属粒、バインダを複合積層する

技術は初めてのものであり、高度な技術が要求され、期待が大きい。 

・複合積層造型技術により積層材質を局所的に変更して造型し、鋳造された溶湯の冷却速

度の向上、指向性凝固の促進により、低欠陥、高品質の鋳造品の製造を可能として製造

歩留りを上げ、押湯の大幅な減少により材料消費量を低減してその溶融のためのエネル

ギー消費、電力消費の大きな低減を可能にすることは、今日のエネルギー・電力問題に

対して大きな貢献ができる。 

・本事業の技術の達成により、金属溶解歩留りの向上、ディーゼルエンジンの効率向上、

射出成形金型のサイクルタイムの低減、EV自動車部材の軽量化等々による省エネルギー

の結果、大量の二酸化炭素ガスの削減（およそ 180 万トン／年）が期待できることは、

環境問題、地球温暖化問題に大きく貢献するものである。 

・本事業の実施体制は、産業技術総合研究所を中核機関として、研究、開発、製造におい

てわが国の最先端をいく技術力を有する研究所、大学、素材メーカー、鋳造メーカー、

ユーザー企業で構成されていて、本事業の達成と鋳造業界への普及は確実と思われる。 

・自動車メーカー、産業機械メーカーで使用する超複雑形状鋳造品の大きさは、大小様々

である。素材メーカーや装置メーカーに自動車関連や産業機械関連ユーザーを巻き込ん

でオールジャパンで取り組んでいるので、将来の市場の様々な要望に応える形となって

いる。 
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○問題点・改善すべき点 

・事業実施中には、常に開発技術を適用・導入したライン（モデルライン、パイロットプ

ラント）を意識して行うと、事業のアウトプット、アウトカムをより明確にすることが

できる。 

 

 

③事業の優先性について 

 

これまで実現できなかった中空構造やアンダーカット部などを有する超複雑、超薄肉

形状の鋳造品を一体鋳造できる３次元積層造型技術を根本的に進化させて活用する画

期的な造型・鋳造プロセスは、付加価値と生産性の両方を著しく高めるもので、世界を

リードする革新技術である。鋳造産業のみならずわが国の製造業全体にとっても活力あ

る生産を創出し、国際競争力を確保し、社会の活性化を可能とするもので、可及的速や

かな達成が望まれ、その緊急性から国の指導のもと優先的に実施することが望ましい。 

また、東日本大震災を契機にエネルギー供給の制約が求められており、電力節約のた

めの省エネルギーの観点からも、省エネ・高速プロセスとなる研究開発として緊急性を

要する事業である。 

 

 

 ○肯定的意見 

 ・これまで実現できなかった中空構造やアンダーカット部などを有する超複雑、超薄肉

形状の鋳造品を一体鋳造できる３次元積層造型技術を根本的に進化させて活用する画

期的な造型・鋳造プロセスは、付加価値と生産性の両方を著しく高めるもので、世界

をリードする革新技術である。鋳造産業のみならずわが国の製造業全体にとっても活

力ある生産を創出し、国際競争力を確保し、社会の活性化を可能とするもので、可及

的速やかな達成が望まれ、その緊急性から国の指導のもと優先的に実施することが望

ましい。 

・東日本大震災を契機にエネルギー供給の制約が求められており、電力節約のための省

エネルギーの観点からも、省エネ・高速プロセスとなる研究開発として緊急性を要す

る事業である。 

・地球環境、エネルギーの観点から早急な実用化が期待されている EV/自動車用部材に 

も、モータや構造材など複雑形状部品が多くあり、これを成形可能な鋳造技術の確立

が急務である。 

 

 

④国が実施することの必要性について 

 

鋳造産業は自動車産業、産業機械産業、輸送機器産業、電気機器産業等にとって基盤
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的産業であるが電力多消費産業であり、その 90％が中小企業であるため、昨今のエネ

ルギー供給の制約、急激な円高などの課題が発生し、企業の海外移転による産業の空洞

化と国内における雇用の喪失は大きな社会的問題である。将来の産業の存亡を決するよ

うな技術開発は、鋳造業では難しく、国が先導して産学官の連携するスキームを作るこ

とが必要。 

国際競争力の確固たる強化と経済の活性化を図るためには、新興国の追従を許さない

高度な技術による高付加価値製品の製造を可能にし、持続的発展を遂げていかなければ

ならない。本提案事業はそれに十分に値し、この事業は国の事業として緊急に推し進め

なければならない。 

 

 

○肯定的意見 

・鋳造産業は自動車産業、産業機械産業、輸送機器産業、電気機器産業等にとって基盤

的産業であるが電力多消費産業であるため、昨今のエネルギー供給の制約、急激な円

高などの課題が発生し、企業の海外移転による産業の空洞化と国内における雇用の喪

失は大きな社会的問題である。国際競争力の確固たる強化と経済の活性化を図るため

には、新興国の追従を許さない高度な技術による高付加価値製品の製造を可能にし、

持続的発展を遂げていかなければならない。本提案事業はそれに十分に値し、この事

業は国の事業として緊急に推し進めなければならない。 

・現在の PR（Rapid Prototyping）装置やバインダなどは外国製が主流であるので、新

規研究開発事業で行う技術が実現できれば、短納期化、スムーズな量産移行などで我

が国の高性能技術として優位にたてる。超複雑形状の精密鋳造において我が国が技術

開発における主導権を確保し競争力を維持するためにも国の事業として強力に取り組

む必要がある。 

・我が国の鋳造業は 90%を超える中小企業の生産に負っている。将来の産業の存亡を決

定するような技術開発は、いち企業いち機関では難しく、国が先導して産学官が連携

するスキームの必要性は高い。すでに英国では、国が先導して、従来は多くの機関に

振り分けていた資源を、バーミンガム大学を中心としたスキームに一極集中させ成功

しているが、この事例を我が国でも参考にできる。 
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第３章 評価小委員会のコメント及びコメントに対する対処方針 

 

 本研究開発事業に対する評価小委員会のコメント及びコメントに対する推進課の対処方針は、

以下のとおり。 

 

【事業名：超複雑形状鋳造生産技術（ハイパー・キャスティング・テクノロジー）開発事業】 

コメント 

１．技術戦略について 

このプロジェクの成果が大企業や中堅企業などの上の部分を引っ張りあげるための技術に

留まることなく、どの様にすれば９０％を占める中小企業の生産性をあげるために導入・普及

（設備負担）することができるようになるか考えるべきである。 

固有の技術的な課題に関しての把握をもう少し深め、適切な開発体制を組むことが必要で

あり、提案する技術を使うまでもなく、量産しているものもあるわけで、対象の素材との関係も

視野に入れつつ、他の方法で砂型をオートマティックにつくる方法等も生かしながら、産業とし

てはすみ分けしていく、そういった素形材産業全体のあり方という視点も置きながら、進めるこ

とが重要である。 

 

２．事業の実施について 

プロジェクトの根幹に関わる部分では、ポイントとなる中核技術を有する者を外さないように

することが重要である。 

この種の装置開発では、装置としてまとめて試作装置をつくり上げていく者が中心になり、

要素技術をもっているメーカーは要素技術で特許をとり、装置全体としてはまとめる者がそれ

に関わる特許をとるといった、要素技術と装置を分業しながらそれぞれが特許を取得できる体

制とすることが必要である。 

試作品から量産品に至るまでは一般に時間がかかるので、試作装置の作製を前倒しするな

ど、プロジェクトを加速化するべきである。 

 

対処方針 

① 本技術の適用先はほぼ全ての鋳造メーカーが対象である。当初のターゲットは、試作メー

カー、少量生産の精密鋳造メーカー、自硬性鋳型鋳造メーカーであるが、金型鋳造メーカ

ー、砂型鋳造メーカーにおいても本技術を中子製造に特化して適用することにより、鋳造品

の複雑高付加価値化、省リードタイム、小ロット生産を可能にする。試作装置完成後は鋳造

設備メーカーとの連携開発により、これら砂型・金型鋳造メーカーに広く普及を図る計画であ

る。 

 

②本プロジェクトでは装置、バインダ材料、鋳型製造・鋳造それぞれに要素技術があり、企業

で一部基本的な特許は取得している。これらの要素技術を持つメーカーが参画する集中研

方式でプロジェクトを進め、新たに要素技術、装置・技術としてまとめる過程において発生す
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る特許の取得を効率的に図る。特にプロジェクト前期には装置制御機構、バインダ開発に集

中して、試作装置開発の前倒しを図る計画である。 
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